
円 円

889,781,777 221,206,412

878,562,561 194,008,000

701,016,113 16,792,412

37,830,757 8,041,000

54,425,323 2,365,000

85,290,368 255,138,166

455,090 73,080,000

10,764,126 2,083,946

500,000 28,715,499

150,000 12,888,366

181,338 2,874,281

4,808,788 43,165

5,709,446 37,295,474

△ 585,446 67,550,634

128,864,747 7,044,006

4,338,894 4,321,000

11,860,000 19,241,795

54,203,060 476,344,578

91,300

6,297,372 542,301,946

3,520,788 75,000,000

8,906,377 564,500

2,908,986 564,500

2,078,341 466,737,446

35,235,629 18,750,000

△ 576,000 447,987,446

災 害 準 備 金 24,000,000

別 途 積 立 金 373,750,000

繰 越 利 益 剰 余 金 50,237,446

542,301,946

1,018,646,524 1,018,646,524

 貸      借      対      照      表 

中 遠 ガ ス 株 式 会 社

平成28年12月31日現在

有 形 固 定 資 産 長 期 借 入 金

供 給 設 備 退 職 給 付 引 当 金

資　　　産　　　の　　　部 負　　　債　　　の　　　部

固 定 資 産 固 定 負 債

建 設 仮 勘 定 流 動 負 債

無 形 固 定 資 産 １年以内に期限到来の固定負債

業 務 設 備 役 員 退 職 慰 労 引 当 金

附 帯 事 業 設 備 そ の 他 固 定 負 債

出 資 金 未 払 費 用

長 期 前 払 費 用 未 払 法 人 税 等

投 資 そ の 他 の 資 産 買 掛 金

投 資 有 価 証 券 未 払 金

貸 倒 引 当 金 関 係 会 社 短 期 借 入 金

流 動 資 産 関 係 会 社 短 期 債 務

繰 延 税 金 資 産 預 り 金

そ の 他 投 資 関 係 会 社 買 掛 金

売 掛 金 負 債 合 計

未 収 入 金 純　　　資　　　産　　　の　　　部

現 金 及 び 預 金 賞 与 引 当 金

受 取 手 形 附 帯 事 業 流 動 負 債

関 係 会 社 短 期 債 権 資 本 剰 余 金

繰 延 税 金 資 産 資 本 準 備 金

貯 蔵 品 株 主 資 本

前 払 費 用 資 本 金

資 産 合 計 負 債 純 資 産 合 計

純 資 産 合 計

貸 倒 引 当 金 そ の 他 利 益 剰 余 金

そ の 他 流 動 資 産 利 益 剰 余 金

附 帯 事 業 流 動 資 産 利 益 準 備 金



個 別 注 記 表

中遠ガス株式会社
平成28年 1月 1日から
平成28年12月31日まで

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記
（１）資産の評価基準及び評価方法
　（イ）有価証券

　（ロ）たな卸資産

（２）固定資産の減価償却の方法
　      有形固定資産

　定率法によっております。

　　供給設備　　13～22年
（３）引当金の計上基準
　（イ）貸倒引当金

　（ロ）退職給付引当金

　（ハ）役員退職慰労引当金

　（ニ）賞与引当金

（４）その他貸借対照表等の作成のための基本となる重要な事項
消費税等の会計処理
　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

２．貸借対照表に関する注記
　有形固定資産の減価償却累計額 3,135,875,267円

３．税効果会計に関する注記
　繰延税金資産

退職給付引当金　　　　　　　　　　　　      4,576,437円
役員退職慰労引当金　 2,187,152  
賞与引当金 1,183,954  
少額資産 914,888  
未払事業税 733,498  
その他 308,997  
繰延税金資産小計 9,904,926  
評価性引当額 △2,187,152  
繰延税金資産合計 7,717,774  

４．一株当たり情報に関する注記

（１）一株当たり純資産額 7,230円69銭
（２）一株当たり当期純利益 480円40銭

５．当期純損益金額
　当期純利益 36,030,626円

　従業員の賞与の支払に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。

　その他有価証券で時価のないものの評価は、移動平均法による原価法によっておりま
す。

　移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切り下
げの方法）によっております。

　ただし、平成10年４月1日以降取得した建物(建物附属設備を除く)並びに、平成28年４月
１日以降に取得した建物附属設備及び構築物は、定額法によっております。
　なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸
念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上してお
ります。

　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき
算出しております。退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己
都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

　役員の退職慰労金の支払に備えるため、支給内規に基づく期末要支給額を計上しており
ます。


